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東京証券取引所グロース市場への上場に伴う当社決算情報等のお知らせ 

 

当社は、本日、2026年７月22日に東京証券取引所グロース市場に上場いたしました。今後とも、

なお一層のご指導ご鞭撻を賜りますよう、お願い申し上げます。 

なお、2026年９月期（2025年10月１日～2026年９月30日）における当社グループの業績予想は次

のとおりであり、また、最近の決算情報等につきまして別添のとおりであります。 

 

【連結】 （単位：百万円、％） 

 2026年９月期 

（予想） 

2026年９月期 

中間会計期間 

（実績） 

2025年９月期 

（実績） 

 対売上高比率 対前期増減率  対売上高比率  対売上高比率 

売 上 高 8,484 100.0 32.4 4,369 100.0 6,410 100.0 

営 業 損 失

（ △ ） 

△11,239 ― ― △4,102 ― △10,506 ― 

経 常 損 失

（ △ ） 

△6,593 ― ― △2,385 ― △5,504 ― 

親会社株主に

帰属する当期

（中間）純損

失（△） 

△6,736 ― ― △2,470 ― △4,799 ― 

１株当たり 

当期（中間）

純損失（△） 
△138円02銭 △55円19銭 △108円29銭 

１株当たり 

配当金 0円00銭 0円00銭 0円00銭 

（注）１．2025年９月期（実績）及び2026年９月期中間会計期間（実績）の１株当たり当期（中間）純損失

は、期中平均発行済株式数により算出しております。  

２．2026年９月期（予想）の１株当たり当期純損失は、公募発行株式数（17,449,600株）を含めた予

定期中平均発行済株式数により算出しており、オーバーアロットメントによる売出しに関連する

第三者割当増資分（最大3,212,700株）は考慮しておりません。 

３．当社は、2026年２月２日開催の臨時株主総会の決議に基づき、同日付で発行可能株式総数の変更

を、同年２月６日付で単元株式数の変更をそれぞれ行っております。また、2026年１月16日の取

締役会の決議に基づき、2026年２月６日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行って

おります。2025年９月期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり当期（中間）純

損失を算定しております。 

 



【2026年９月期業績予想の前提条件】 

（当社グループ全体の見通し） 

当社グループは、「自動運転の民主化」というビジョンのもと、自動運転に資するあらゆる

テクノロジーを開放し、様々な組織・個人がその発展に貢献できる開放的なエコシステムを構

築することを目的として掲げ、オープンソースの自動運転ソフトウェア「Autoware(オートウェ

ア)」の開発・活用を中核とした事業を展開しております。「Autoware(オートウェア)」は、世

界各国の企業や研究機関との協働を前提としたエコシステム型のオープンソースソフトウェア

であり、当社はこのエコシステムにおいて中核的な役割を担っております。 

 

「Autoware(オートウェア)」は無償で公開されておりますが、当社はこれを基盤とし、商用

利用において求められる機能や品質を担保した独自の「リファレンスデザイン」を構築してお

ります。 

これを強みとして、自動運転モビリティを実際に運用するフリートパートナー(地方自治体や

交通事業者等)、ソフトウェア・ハードウェアの技術連携を行うエコシステムパートナー、及び

自動運転車両の量産・提供を担う自動車OEMや特殊用途車両のメーカー等といった、多様なステ

ークホルダーの事業フェーズやニーズに応じて、「Mobility Service(モビリティサービス)」

「Development Service(デベロップメントサービス)」「Solution Service(ソリューションサ

ービス)」の３つのサービスを提供しております。 

 

事業の状況につきましては、以下のとおりです。 

まず、Mobility Serviceにおいて、バス・シャトル等の領域を中心とした自動運転レベル４

の社会実装を進めております。2025年９月期において当社の実証実験・実装地域数は50地域で

した。また、2026年９月期中間会計期間においては、40地域での実証実験・実装を行ってお

り、半期のみで前年の通期に迫るペースで進捗しております。 

次に、Development Serviceにおいては、自動車OEMを中心とした開発プロジェクト顧客数を

主要なKPIとして位置づけておりますが、2025年９月期末において、９件であった顧客数は、

2026年９月期中間会計期間末においては、13件まで伸長しております。 

加えて、Solution Serviceにおいても、研究機関等に対するソフトウェアライセンスの売上

の拡大や、新規のコンサルティングサービスの受託が進んでおります。 

 

 



サービス別概要 

サービス 主なエンドユーザー 収益形態 (収益の性質) 

2025年９月期 

（実績） 

（単位：百万円） 

Mobility Service 

（モビリティサービス） 

・地方自治体 

・交通事業者 

・MaaS事業者 

・システムインテグレーション（ワンタイム） 

・車両販売（ワンタイム） 

・ソフトウェアアップデートを含む保守運用サ

ービス（リカーリング） 

2,267 

Development Service 

（デベロップメントサービス） 

・自動車OEM 

・特殊用途車両メーカー 

・エンジニアリングサービス（ワンタイム） 

・ADK(Autonomous Driving Kit)販売（ワンタ

イム） 

・ソフトウェアライセンス（リカーリング） 

1,330 

Solution Service 

（ソリューションサービス） 

・研究機関 

・教育機関 

・技術導入の意向がある

企業、政府機関、団体 

・ソフトウェアライセンス（リカーリング） 

・ハードウェア販売（ワンタイム） 

・コンサルティングサービス（ワンタイム） 

2,812 

（注）１．エンドユーザーに対するサービス提供の形態としては、パートナー企業を通じて提供する場合と、当社グループが直接

提供する場合が存在します。 

２．「ワンタイム」収益とは、車両やハードウェアの販売など、その性質上個別的なサービス又は製品に関連して発生し、

将来において繰り返されることが想定されない収益をいいます。また、「リカーリング」収益とは、長期間にわたり定

期的に支払われるライセンス料や納品後のアフターサービスに係る収益など、その性質上継続的に発生することが想定

される収益をいいます。 

 

また、研究開発の状況につきましては、以下のとおりです。 

当社の自動運転システムは既に自動運転レベル４の許認可実績を有します。しかしながら、

より多数の地域への展開や量産化に向けた開発に重点を入れております。具体的には、AIベー

ス型自動運転の強化、大規模データ収集プラットフォームの構築等、幅広い社会実装を見据え

た技術の可用性向上に取り組んでおります。 

 

市場環境としまして、我が国においては政府主導のもと、自動運転の社会実装に向けた制度

整備が段階的に進められており、2019年には道路運送車両法が改正され、2022年には道路交通

法が改正され2023年４月に施行されたことにより、自動運転レベル４による運行が法制度上可

能となりました。これにより、限定された区域・条件下において、運転者不在での自動運転車

両の運行が、法的に認められた形で実施可能となっております。物流・人流の交通における人

手不足により交通網維持が困難になる課題は日に日に増しており、自動運転に対する期待や、

実証実験から社会実装への移行の動きが進展しております。例えば、国土交通省は2026年１月

16日に閣議決定された第３次交通政策基本計画において、2030年度までに自動運転サービス車

両数を10,000台とする目標を設定し、経済産業省は「モビリティDX戦略」において、

SDV(Software Defined Vehicle)のグローバル販売台数における日系シェア３割の実現を目標と

して掲げ、目標達成に向けて「SDV領域」「モビリティサービス(自動運転等)領域」「データ利

活用領域」の３領域での戦略を掲げています。また、日本政府が発表する「戦略17分野におけ

る『主要な製品・技術等』」のうち、AI・半導体やデジタル・サイバーセキュリティ等複数の

戦略分野において、自動運転技術やフィジカルAI技術、半導体といった当社の事業に深く関係

するテーマが含まれており、引き続き官民からの高い期待を背景に事業を推進しております。

なお、当社グループが事業展開する自動運転市場は発展途上にあるため、当社グループのこれ

までの売上実績としては実証実験や量産化に向けた共同研究・受託開発等の売上が中心であ

り、また、研究開発費においては、自動運転レベル４の社会実装を加速させるための先行投資

を継続しております。 

 



以上の結果、2026年９月期中間会計期間の連結業績は、売上高4,369百万円(前年同期比

32.5％の増加)、営業損失4,102百万円(前年同期は営業損失4,735百万円)、経常損失2,385百万

円(前年同期は経常損失2,048百万円)、親会社株主に帰属する中間純損失2,470百万円(前年同期

は親会社株主に帰属する中間純損失2,055百万円)となりました。 

なお、当連結会計年度の業績予想は、2025年10月１日から2026年３月31日までの期間の連結

業績に同年４月１日から同年９月30日の連結業績の見込み値を加えることで算出しており、当

連結会計年度の売上高は8,484百万円（前期比32.4％増）、営業損失は11,239百万円（前期は営

業損失10,506百万円）、経常損失は6,593百万円(前連結会計年度は経常損失5,504百万円)、親

会社株主に帰属する当期純損失6,736万円（前連結会計年度は親会社株主に帰属する当期純損失

4,799百万円）を見込んでおります。 

 

 

【個別の前提条件】 

（売上高） 

当社グループでは、売上高の予想を算出するにあたって、個別案件の予想収益を積み上げる

ボトムアップ式を採用しております。また、当社グループの収益は、官公庁の年度予算サイク

ルや自動車OEMの開発マイルストーンの影響を受け、例年第２四半期及び第４四半期に売上計上

が偏重する特性があります。 

なお、当社の事業進捗を計る重要な経営指標（KPI）につきましては、以下のとおりでありま

す。 

 

重要な経営指標（KPI） 

経営指標 概要 
2024年９月期

（実績） 

2025年９月期

（実績） 

2026年９月期

中間会計期間

（実績） 

実証実験・実装地域数 

（単位：地域） 

本指標には、以下が含まれます：当社グルー

プの自動運転車両が公道での実証実験に使用

されている地域、もしくは公共交通路線に投

入され実装が行われている地域。 

当社グループの技術及びサービスが各地域に

おいて展開されている状況を示す指標であ

り、将来的な事業拡大及び収益機会の拡大に

直結する指標です。 

29 50 40 

車両運用台数 

（単位：台） 

公道 本指標には、以下が含まれます： 

・公道：当社グループが販売する小型EV自動

運転バスの車両台数 

・閉鎖空間：当社の持分法適用関連会社であ

る、株式会社eve autonomyが顧客に導入した

eve autoの車両台数 

当社グループの自動運転システムの普及規模

を示す指標であり、運用実績の蓄積による技

術高度化及びサービス品質の向上に加え、車

両1台当たりの収益水準の動向を把握する上

でも重要な指標です。 

15 25 26 

閉鎖空間 52 89 93 

開発プロジェクト顧客数 

（単位：社） 

本指標には、当社グループが受託済みの開発

プロジェクトに係る顧客数が含まれます。顧

客ニーズに基づく研究開発及び実証実験案件

の広がりを示すとともに、自動運転車両の量

産化に向けた顧客基盤の拡大状況を把握する

ための指標であり、中長期的な事業成長の源

泉を把握する上で重要な指標です。 

7 9 13 



 

売上高につきましては、上記の重要KPIがいずれも堅調に推移し、各サービスにおいて事業拡

大が進んでいること等を増加要因として、当中間会計期間における実績は4,369百万円（前年同

期比32.5％増）となりました。下半期につきましては、継続的な事業成長により、4,115百万円

となると見込んでおり、通期の売上高は8,484百万円（前期比32.4％増）を見込んでおります。 

サービス別の内訳につきましては、以下のとおり見込んでおります。 

 

⚫  Mobility Service（モビリティサービス） 

自治体・交通事業者向けに自動運転EVバス「Minibus」等の自動運転車両の販売及び導

入支援を推進するサービスであります。自治体や交通事業者との間で合意済みの導入計画

をもとに、車両販売や導入支援プロジェクトの金額を積み上げて算定しております。車両

販売に加え、累計稼働台数の増加に伴う運用保守・アフターサービス等の継続的な収益

（リカーリング収益）も、累計稼働台数に基づく金額を積み上げて算定しております。当

該サービスの売上高については、当中間会計期間における実績は1,428百万円であり、下

半期の車両販売や導入支援プロジェクトの売上見込を加算し、通期の売上高は2,941百万

円（前期比29.7％増）を見込んでおります。 

 

⚫  Development Service（デベロップメントサービス） 

主要な自動車OEM、特殊用途車両メーカー等に対し、自動運転ソフトウェアプラットフ

ォーム「Autoware(オートウェア)」を用いた開発支援を提供するサービスであります。各

社と量産に向けた開発ロードマップを策定し、パイプラインの管理をしており、それに応

じて開発受託の金額を見込んでおります。当該サービスの売上高については、当中間会計

期間における実績は1,141百万円であり、下半期の開発受託等の売上見込を加算し、通期

の売上高は2,485百万円（前期比86.8％増）を見込んでおります。 

 

⚫  Solution Service（ソリューションサービス） 

自動運転に関連するデータ利活用やシミュレーションツールの提供、自動運転関連のハ

ードウェア販売、国等からの委託研究の受注金額が該当します。顧客となるパートナー企

業数等の見込と平均売上単価実績に基づき、販売金額を積み上げて算定しております。ま

た、国等からの委託研究の受注金額は、国等との委託研究契約等に記載されている金額や

研究開発の進捗度をもとに算定しております。当該サービスの売上高については、当中間

会計期間における実績は1,799百万円であり、下半期のパートナー企業への販売や委託研

究の受注による売上見込を加算し、通期の売上高は3,057百万円（前期比8.7％増）を見込

んでおります。 

 

（売上原価、売上総利益） 

売上原価については、個別案件ごとに発生する費用をボトムアップで積算することで見積もって

おり、主にハードウェア仕入、労務費、外注費で構成されております。 

 

①  ハードウェア仕入 

自動運転車両の台数計画に連動し、ベース車両やセンサー、車載コンピューター等の仕

入れを行っております。主要サプライヤーとの基本合意に基づく仕入価格を適用しており

ます。 



 

②  労務費及び外注費 

プロジェクトごとの想定工数に、人件費単価及びパートナー企業の外注費単価を乗じて

算出しております。また、コア技術の内製化を推進しつつ、定型業務については外部パー

トナーへ適切に委託する方針を前提に積算しております。 

 

以上の結果、売上原価につきましては、売上の増加及びそれに伴うハードウェア仕入の増

加、及び労務費及び外注費の増加等を主な増加要因として、当中間会計期間における実績は

2,556百万円（前年同期比31.3％増）となりました。下半期につきましては、3,014百万円とな

る見込みです。通期の売上原価は5,570百万円（前期比17.0％増）を見込んでおります。 

当中間会計期間における売上総利益の実績は1,812百万円（前年同期比34.1％増）となりまし

た。下半期につきましては、1,102百万円となる見込みです。通期の売上総利益は2,914百万円

（前期比76.6％増）を見込んでおります。 

 

（販管費及び一般管理費、営業損失） 

販売費及び一般管理費は、主に研究開発費、人件費等で構成されております。 

研究開発費においては、自動運転レベル４の社会実装を加速させるための先行投資を継続し

ます。なお、研究開発費等は技術ロードマップの開発テーマに応じてボトムアップで策定して

おります。当中間会計期間における実績は4,044百万円（前年同期比7.6％減）となりました。

下半期については、自動運転車両量産化及びAIベース車両開発加速に向けた追加開発費用、並

びに半導体開発に伴う費用増加により、5,506百万円となる見込です。通期の研究開発費は

9,550百万円（前期比11.6％増）を見込んでおります。 

また、当連結会計年度における人員数について、技術ロードマップ達成に必要な人員計画に

基づき、特に高度な技術的知見を有するエンジニアの確保に注力する方針としており、前連結

会計年度末時点の392名体制から50名規模の増員を計画しております。人件費単価については、

職種別の平均給与及び採用単価を適用しております。また、採用費については増員人数に加

え、離職率等の一定のリスク係数も考慮して算定しております。 

以上の結果、販売費及び一般管理費につきましては、自動運転レベル４の社会実装加速に向

けた先行的な研究開発投資の継続等により、当中間会計期間における実績は5,914百万円（前年

同期比2.8％減）となりました。下半期につきましては、8,238百万円となる見込みです。通期

の販売費及び一般管理費は14,152百万円（前期比16.4％増）を見込んでおります。 

当中間会計期間における営業損失の実績は4,102百万円（前年同期は営業損失4,735百万円）となりまし

た。下半期につきましては、7,137百万円の損失となる見込みです。通期の営業損失は11,239百万円（前

期は営業損失10,506百万円）を見込んでおります。 

 

（営業外損益、経常損失） 

営業外収益としては、経済産業省や国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構等の

機関からの研究開発に対する補助金収入が多くを占めます。これにより規律の取れた研究開発を実

施しております。なお、補助金収入は2026年４月時点で採択済の補助金金額のみを積み上げて策定

しております。以上の結果、当中間会計期間における実績は2,529百万円（前年同期比14.3％減）と

なりました。下半期につきましては、3,294百万円となる見込みです。通期の営業外収益は5,823百

万円（前期比4.6％増）を見込んでおります。 

また、営業外費用としては、主に持分法適用関連会社の業績の影響による持分法による投資損失

が多くを占めます。持分法による投資損失は、持分法適用関連会社の事業計画をもとに、当社視点



の見立てを保守的に織り込んだ数値を、持分法適用関連会社ごとに積み上げて策定しております。

また、当中間会計期間においては、持分法適用関連会社において、固定資産の減損損失を計上した

ことなどに伴い、持分法投資損失786百万円を計上しております。以上の結果、当中間会計期間にお

ける営業外費用の実績は813百万円（前年同期比208.9％増）となりました。下半期につきまして

は、364百万円となる見込みです。通期の営業外費用は1,177百万円（前年同期比+108.7％増）を見

込んでおります。 

当中間会計期間における経常損失の実績は2,385百万円（前年同期は経常損失2,048百万円）とな

りました。下半期につきましては、4,208百万円の損失となる見込みです。通期の経常損失は6,593

百万円（前期は経常損失5,504百万円）を見込んでおります。 

なお、通期の経常損失見込である6,593百万円から当期の上場関連費用見込額538百万円及び持分

法投資損失見込額のうち一過性である持分法適用関連会社における固定資産等の減損等の551百万円

を足し戻した場合の経常損失見込は5,504百万円となり、前期の経常損失と同水準となる見込です。 

 

（親会社株主に帰属する当期純損失） 

特別損益については、当中間会計期間において、投資先企業の減損損失138百万円を計上しており

ます。下半期につきましては発生を見込んでおりません。以上の結果、通期の特別損益は138百万円

（前期は子会社株式売却益685百万円に加え、固定資産除却損1百万円の計684百万円）を見込んでお

ります。 

以上の結果、親会社株主に帰属する当期（中間）純損失につきましては、当中間会計期間におけ

る実績は2,470百万円（前年同期は親会社株主に帰属する中間純損失2,055百万円）となりました。

下半期につきましては、同4,266百万円となる見込みです。通期の親会社株主に帰属する当期純損失

は6,736百万円（前期は親会社株主に帰属する当期純損失4,799百万円）を見込んでおります。 

 

 

【業績予想に関するご留意事項】 

本資料に記載されている業績予想等の将来に関する記述は、当社グループが現在入手している情

報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績は様々な要因によって異な

る場合があります。 

  

 



2026年９月期 第２四半期（中間期）決算短信〔日本基準〕(連結)
2026年７月22日

上 場 会 社 名 株式会社ティアフォー 上場取引所 東

コ ー ド 番 号 593A URL http://tier4.jp/

代 表 者 (役職名)代表取締役社長 (氏名)加藤 真平

問合せ先責任者 (役職名)取締役CFO (氏名)阪口 聡志 (TEL) 03(4520)2315

半期報告書提出予定日 － 配当支払開始予定日 －

決算補足説明資料作成の有無 ： 無

決算説明会開催の有無 ： 無

(百万円未満切捨て)

１．2026年９月期第２四半期（中間期）の連結業績（2025年10月１日～2026年３月31日）
（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年中間期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する中間純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年９月期中間期 4,369 － △4,102 － △2,385 － △2,470 －
2025年９月期中間期 － － － － － － － －

(注) 包括利益 2026年９月期中間期 △2,441百万円( － ％) 2025年９月期中間期 －百万円( － ％)

１株当たり
中間純利益

潜在株式調整後
１株当たり
中間純利益

円 銭 円 銭

2026年９月期中間期 △55.19 －
2025年９月期中間期 － －

(注) １．当社は、2025年９月期中間期については中間連結財務諸表を作成していないため、2025年９月期中間期の数

値及び2026年９月期中間期の対前年同中間期増減率については記載していません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式は存在するものの2025年９月期中間期において

当社株式は非上場であり、期中平均株価が把握できないこと、かつ１株当たり中間純損失のため、記載して

おりません。2026年９月期中間期においては潜在株式は存在するものの１株当たり中間純損失のため記載し

ておりません。

３．2026年１月16日の取締役会の決議に基づき、2026年２月６日付で株式１株につき株式５株の株式分割を行っ

ております。前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり中間純損失を算定して

おります。

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2026年９月期中間期 16,835 11,730 68.2
2025年９月期 17,580 13,170 73.5

(参考) 自己資本 2026年９月期中間期 11,487百万円 2025年９月期 12,927百万円

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2025年９月期 － 0.00 － 0.00 0.00
2026年９月期 － 0.00
2026年９月期(予想) － 0.00 0.00

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無



３．2026年９月期の連結業績予想（2025年10月１日～2026年９月30日）
(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 8,484 32.4 △11,239 － △6,593 － △6,736 － △138.03

(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無

１株当たり当期利益は、公募株式数（17,449,600株）を含めた予定期中平均株式数により算定しております。

※ 注記事項

（１）当中間期における連結範囲の重要な変更 ： 無

新規 －社 (社名) 、除外 －社 (社名)

（２）中間連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有

(注) 詳細は、添付資料９ページ「２．中間連結財務諸表及び主な注記（4）中間連結財務諸表に関する注記事項（中間連結財務諸表の作成
に特有の会計処理の適用）」をご覧ください。

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 2026年９月期中間期 45,324,490株 2025年９月期 44,324,490株

② 期末自己株式数 2026年９月期中間期 －株 2025年９月期 －株

③ 期中平均株式数（中間期） 2026年９月期中間期 44,755,809株 2025年９月期中間期 －株

(注) １．当社は、2026年２月６日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度

の期首に当該株式分割が行われたと仮定して「期末発行済株式数」、「期末自己株式数」及び「期中平均株

式数」を算定しております。

２．当社は、2025年９月期中間期については中間連結財務諸表を作成していないため、期中平均株式数は記載し

ていません。

※ 添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は監査法人によるレビュー ： 無

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づき当社グループで判断したものであり、リスクや不確実

な要素等の要因が含まれており、実際の成果や業績等は記載の見通しとは異なる可能性がございます。なお、上記業

績予想に関する事項は、【添付資料】２ページ「１．経営成績等の概況（３）連結業績予想などの将来予測情報に関す

る説明」をご覧ください。
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１．経営成績等の概況

（１）当中間期の経営成績の概況

当中間連結会計期間（2025年10月１日〜2026年３月31日）におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善による

回復が期待される一方、中東情勢関連のリスクや米国の通商政策の動向、および物価上昇が個人消費に与える下振

れリスクなど、引き続き国内外の動向に留意が必要な先行き不透明な状況が続きました。

自動運転業界においては、第１四半期までに示された「モビリティDX戦略」によるSDV等の重点対策や、警察庁と

の対話枠組み整備といった社会実装への体制整備が一段と具体化し、自動運転による社会課題の解決に向けた動き

が着実に継続しております。経済産業省等による「2030年度に向けた総合物流施策大綱に関する検討会」の提言が

公表され、物流効率化を見据えた施策の検討が進展したほか、国土交通省においても「AI×自動運転の最新事情」

として情報発信が行われるなど、次世代モビリティ社会の実現に向けた機運が国内外で高まっています。さらに、

SDVを見据えた先進的なチップ開発やAI統合など、次世代モビリティへの構造転換がグローバル規模で進展しており

ます。

当社の事業においては、第１四半期までに実施した国会定期便の自動運転実証や大型路線EVバスの実装支援等に

加え、第２四半期においては、プラットフォームの普及を見据えたAI技術の活用やパートナー企業との提携を推進

いたしました。具体的には、いすゞ自動車との連携をさらに深め、NVIDIA DRIVE Hyperionを搭載した自動運転レベ

ル４バスの実装に向けた取り組みを発表いたしました。また、NVIDIAのVLAモデルと世界基盤モデルを用いたAIベー

ス型自動運転レベル４を公開し、日米欧で連携してプラットフォームの普及を目指すなど、グローバルな展開を加

速させております。さらに、SDV向けチップレットアーキテクチャやAIアクセラレーターの開発を加速させるため、

imecの「Automotive Chiplet Program」に加盟し、商用化・量産化を見据えたエコシステム構築と研究開発を着実

に進展させております。

以上の結果、当中間連結会計期間の売上高は4,369百万円（前年同期比32.5％の増加)、一方利益面につきまして

は補助金収入があったものの、研究開発費や正社員雇用の増加等により、経常損失2,385百万円（前年同期は経常損

失2,048百万円）、親会社株主に帰属する中間純損失2,470百万円（前年同期は親会社株主に帰属する中間純損失

2,055百万円）となりました。

当社グループは自動運転事業の単一セグメントであるため、セグメント別の業績記載を省略しています。

（２）当中間期の財政状態の概況

（財政状態）

当中間連結会計期間末における総資産は16,835百万円（前連結会計年度末比745百万円の減少）となりました。こ

れは、主に有価証券の減少によるものであります。

負債は5,104百万円（前連結会計年度末比694百万円の増加）となりました。これは、主に長期借入金の増加によ

るものであります。

純資産は11,730百万円（前連結会計年度末比1,440百万円の減少）となりました。これは、主に第三者割当増資に

より資本金及び資本準備金がそれぞれ増加したものの、親会社株主に帰属する中間純損失の計上によるものであり

ます。

（キャッシュ・フローの状況）

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末と比べて1,853百万円増加し、8,786百

万円となりました。

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは1,503百万円の減少となりました。これは、主に補助金の受領による収入が

ありましたが、税金等調整前中間純損失の計上等があったことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは1,353百万円の増加となりました。これは、主に有価証券の償還による収入

等があったことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは1,951百万円の増加となりました。これは、主に長期借入れによる収入及び

株式の発行による収入等があったことによるものであります。
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（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

2026年９月期の業績予想につきましては、本日発表の「東京証券取引所グロース市場への上場に伴う当社決算情

報等のお知らせ」をご参照ください。

なお、業績予想等の将来に関する記述は、当社グループが現在入手している情報及び合理的であると判断する一

定の前提に基づいており、実際の業績は様々な要因によって異なる場合があります。
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２．中間連結財務諸表及び主な注記

（１）中間連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(2026年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,932 8,786

売掛金及び契約資産 3,054 3,911

有価証券 2,000 －

棚卸資産 1,028 931

その他 2,789 2,112

流動資産合計 15,805 15,742

固定資産

有形固定資産 19 16

無形固定資産 1 1

投資その他の資産 1,753 1,074

固定資産合計 1,775 1,093

資産合計 17,580 16,835
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(2026年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 334 24

契約負債 226 513

短期借入金 2,000 2,000

１年内返済予定の長期借入金 － 499

未払法人税等 6 6

賞与引当金 139 115

受注損失引当金 17 －

その他 1,649 1,447

流動負債合計 4,374 4,607

固定負債

社債 2 1

長期借入金 － 458

その他 32 37

固定負債合計 35 497

負債合計 4,409 5,104

純資産の部

株主資本

資本金 100 100

資本剰余金 22,907 14,046

利益剰余金 △10,157 △2,766

株主資本合計 12,850 11,380

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 51 71

為替換算調整勘定 25 35

その他の包括利益累計額合計 77 106

新株予約権 242 242

純資産合計 13,170 11,730

負債純資産合計 17,580 16,835
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（２）中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書

（中間連結損益計算書）

(単位：百万円)
当中間連結会計期間

(自 2025年10月１日
至 2026年３月31日)

売上高 4,369

売上原価 2,556

売上総利益 1,812

販売費及び一般管理費 5,914

営業損失（△） △4,102

営業外収益

受取利息 11

受取配当金 7

補助金収入 2,498

その他 12

営業外収益合計 2,529

営業外費用

支払利息 22

持分法による投資損失 786

その他 4

営業外費用合計 813

経常損失（△） △2,385

特別利益

持分変動利益 55

固定資産売却益 0

特別利益合計 56

特別損失

投資有価証券評価損 138

特別損失合計 138

税金等調整前中間純損失（△） △2,468

法人税等 2

中間純損失（△） △2,470

非支配株主に帰属する中間純損失（△） －

親会社株主に帰属する中間純損失（△） △2,470
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（中間連結包括利益計算書）

(単位：百万円)
当中間連結会計期間

(自 2025年10月１日
至 2026年３月31日)

中間純損失（△） △2,470

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 19

為替換算調整勘定 9

その他の包括利益合計 29

中間包括利益 △2,441

(内訳)

親会社株主に係る中間包括利益 △2,441

非支配株主に係る中間包括利益 －



株式会社ティアフォー（593A）2026年９月期 第２四半期（中間期）決算短信

8

（３）中間連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)
当中間連結会計期間
(自 2025年10月１日
至 2026年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純損失（△） △2,468

研究開発費 438

持分法による投資損益(△は益) 786

補助金収入 △2,498

売上債権の増減額(△は増加) 690

契約資産の増減額(△は増加) △1,545

棚卸資産の増減額(△は増加) 97

仕入債務の増減額(△は減少) △310

その他 177

小計 △4,631

利息及び配当金の受取額 17

利息の支払額 △26

補助金の受取額 3,142

法人税等の支払額 △4

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,503

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △486

関係会社株式の取得による支出 －

有価証券の償還による収入 2,000

その他 △160

投資活動によるキャッシュ・フロー 1,353

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額(△は減少) －

長期借入れによる収入 1,000

株式の発行による収入 1,000

その他 △48

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,951

現金及び現金同等物に係る換算差額 52

現金及び現金同等物の増減額(△は減少) 1,853

現金及び現金同等物の期首残高 6,932

現金及び現金同等物の中間期末残高 8,786
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（４）中間連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記)

当社は、2025年12月26日付で、東海旅客鉄道株式会社による第三者割当増資の払込みを受け、資本金が500百万

円、資本剰余金が500百万円増加しております。

また、2025年12月19日開催の定時株主総会の決議に基づき、2026年１月６日付で減資の効力が発生し、資本金の

額500百万円を減少させ、全額を資本剰余金に振り替えております。その後、資本剰余金4,353百万円を利益剰余金

へ振り替えることにより、欠損填補いたしました。

さらに、2026年２月２日開催の臨時株主総会の決議に基づき、2026年２月25日付で資本剰余金5,507百万円を利

益剰余金へ振り替えることにより、欠損填補いたしました。

加えて親会社株主に帰属する中間純損失2,470百万円の計上により、当中間連結会計期間末において資本金が100

百万円、資本剰余金が14,046百万円、利益剰余金が△2,766百万円となっております。

(中間連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用)

（税金費用の計算）

税金費用については、当中間連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の

実効税率を合理的に見積り、税引前中間純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

(セグメント情報等の注記)

当社グループは、自動運転事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

(重要な後発事象)

該当事項はありません。




